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「○○県人口減少対策・就職支援基金」

④要件を満たす者に対して奨学金
返還の全部又は一部を負担

地元産業界
一般の寄付等

道府県等
道府県等の基金への出捐額に
特別交付税措置

総務省

地方大学等への進学、地元企業への就職や、都市部の大学等から地方企業への就職を促進

連 携

独立行政法人
日本学生
支援機構

文科省

出捐 出捐

【標準的な基金規模※】
年 間 支 援 対 象 者 ：100人
1人あたりの奨学金(貸付)額：400万円
⇒ 基金規模：４億円

【事業イメージ】

③奨学金返還

①対象学生を推薦

※既に基金を造成している都道府県の事例を参考に算出したもの。
実際の事業執行にあたっては、各地方公共団体が設定。

②奨学金貸与 を設定無利子の優先枠（地方創生枠）
１都道府県あたり各年度上限100名

大学生等

・当該特定分野の学位や資格
の取得

・｢地方経済の牽引役となる
産業分野｣や｢戦略的に振興
する産業分野｣に係る地元企
業に就職 など

※地方公共団体と地元産業界
が合意して設定

対象者の要件
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平成27年度後期（第4期）派遣となる学生の採用地域（計49名から募集）

・背景・目的
地域のグローバル化を促進するため、日本の地域の活
性化に貢献するリーダー候補を育成。そのために、地
域の自治体・企業・大学等がグローバル人材育成に向
けた自立的・継続的な仕組みを構築するためのきっか
けを提供する。

・体制：
各地域の企業、地方公共団体、教育機関等が連携し、
地域の活性化に資する独自のテーマを設定。それに即
した海外留学及び地元企業でのインターンシップを組
み合わせたプログラム設計。

・学生の選考：
派遣留学生は各地域が選考。他コース同様、学生コ
ミュニティや事前・事後研修への参加を義務付け。

・事業規模：
毎年新規地域を5件程度採択し、2020年までに約30地
域まで支援予定。初年度（平成27年度）は11地域の事
業を採択。1地域あたりの奨学金等の補助は毎年300
万円～1200万円。機構は地域が拠出した金額と同額
をマッチング。支援期間は3年間。

トビタテ！留学JAPAN
地域人材コースの概要について

派遣留学生

（各地域5～
10名程度を採用）

グローバル人材育成コ
ミュニティ

会員
団体

文科省 JASSO

地域協議会

自治体

大学企業取組成果の共有 留学成果の
還元

平成27年度後期（第3期）派遣となる学生の採用地域（計42名採用）

地域名 地域事業の名称

福島県いわき市 トビタテ！福島浜通り再生ストーリーの主役たち

石川県 いしかわの明日の人材を育成する実践的留学プログラム支援事業

奈良県奈良市 奈良を『開く』人材グローカル人材育成プロジェクト

香川県 香川地域活性化グローカル人材育成プログラム

地域選定
奨学金補助

選考
プログラム提供
奨学金支給

地域名 地域事業の名称

栃木県 とちぎグローバル人材育成プログラム（上級コース）

三重県 航空宇宙産業分野の企業へ就職をめざす人材の留学支援

岡山県 おかやま若者グローバルチャレンジ応援事業

徳島県 徳島県地域グローカル人材育成事業

熊本県 『熊本と世界をつなぐ』グローバル人材育成事業

大分県 大分県地域グローバル人材育成・定着事業

沖縄県 沖縄からアジアへトビタテ留学JAPANプロジェクト

平成28年度新規採択地域スケジュール
11月13日 ：申請締め切り
11月19日～26日 ：第1次審査
2月15日 ：第2次審査
2月下旬～3月上旬：本採択地域の決定
3月中旬～5月上旬：学生募集
5月上旬～6月上旬：選考会
8月下旬：留学開始

平成29年度新規採択地域スケジュール（予定）
平成28年 5月以降 募集開始予定

【お問い合わせ先】
文部科学省 官民協働海外留学創出プロジェクトチーム
TEL：03-5253-4111（内線4922、4928） FAX：03-6734-4936
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企業と大学等の研究成果を繋ぐマッチングプランナー
を活用し、大学等の技術シーズを基に地域から世界で
戦える新産業を創出。 事業の仕組み

※2 

※1  探索試験費は基準額を超える申請が可能ですが、その必要性を詳細に提示いただきます。
基準額170万円/課題・年度は、27年度実績。

※2  探索試験費は、その必要性が認められれば企業への支出（大学等からの再委託）も可能です。

※1

事業全体のお問合せ 国立研究開発法人科学技術振興機構 イノベーション拠点推進部地域イノベーショングループ
TEL. 03-6272-4732      Email  mp@jst.go.jp URL  http://www.jst.go.jp/mp/

マッチングプランナープログラム
平成28年度予算案 ：863百万円

（平成27年度予算額 ：863百万円）
※運営費交付金中の推計額
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地域イノベーション・エコシステム形成プログラム

大学、研究機関、企業等の連携による地方創生に資する日本型イノベーション・エコシステムの形成

地域の成長に貢献しようとする地域大学に、事業プロデュースチームを創設し、地域内外の人材や技術を取り込みながら、地域中核企業等を巻き込ん
だビジネスモデルを構築していく。国と地域が一体となって、地域が持つ強みを活かした科学技術イノベーションを推進し、新産業・新事業の創出を目指
すことにより、グローバルな展開も視野に入れた地方創生に資する日本型イノベーション・エコシステム※を形成する。

支援内容 事業イメージ

日本型イノベーション・エコシステムの形成

※「イノベーション・エコシステム」とは、行政、大学、研究機関、企業、金融機関などの様々なプレーヤー
が相互に関与し、絶え間なくイノベーションが創出される、生態系システムのような環境・状態をいう。

事業プロデューサー：全国・世界規模で事業化経験を持つ人材
・企業での新規事業立ち上げ等の経験 ・海外とのネットワークを有し、グローバル展開に向けた戦略立案が可能
・研究開発成果の事業化に向け、投資家など資金調達先へビジネスプラン提案が可能 等

事業プロデューサー

科学技術を活用した
新産業・新事業創出

地域中核企業等

事業プロデュース
チーム

特徴ある
保有設備・
施設

地域内外の大学等
地域内外研究者
（ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄﾒﾝﾄ等）

URAや技術移
転ｺｰﾃｨﾈｰﾀ等

地域自治体、産業支援機関、
地域金融機関 等

研究者

事業提案

グローバル
マーケットへ

域内外の資源の探索

地域外企業等

特徴あ
る研究
シーズ

地域の実情を踏まえた、
特徴ある研究資源等を活
用したイノベーション
創出に資する事業計画

知財マネジメ
ント人材等

技術専門家等

地域の将来を担う人材・技術の育成・輩出を
担い、地域内外の資源の結節点である地域大
学に対して、以下の取組を競争的に支援。

１．特徴ある研究資源を保有する地域の大学
において、経営層のコミットの下、全国・
世界規模での事業化経験を持つ人材を中心
とした事業プロデュースチームを創設。

事業プロデュースチームは、グローバルな
展開も視野に、技術シーズ等の掘り起こしや
域外の有力なシーズ等の取り込みも行い、
現場・市場の課題解決につながる事業計画
を策定し、地域中核企業等へと提案。

２．大学等の保有する技術シーズを磨き上げ、
地域中核企業等との産学官共同研究をプロ
デュース。地域における新産業・新事業の創
出につなげる。

３．また、イノベーション促進人材の育成や学生
の地域への定着を目指し、これらの活動に
学生等を関与させる人材育成プログラムを
構築・実施。

○地域において連続的にイノベーションを創出するシステムを構築

平成２８年度予算案 ：600百万円（新規）

- 6 -



地域の歴史的魅力や特色を通じて我が国の文化・伝統を語るストーリーを「日本遺産（Japan Heritage）」に認定するとともに、
ストーリーを語る上で不可欠な魅力ある有形・無形の文化財群を地域が主体となって総合的に整備・活用し、国内外に戦略的に
発信することにより、地域の活性化・観光振興を図る。

概 要

個々の遺産ごとに、いわば「点」として指定

従来型の文化財行政

国宝・重要文化財

史跡・名勝

無形文化財
民俗文化財

寺社・
仏閣

城郭

遺跡 伝統
芸能

甲冑

ポ イ ン ト

○文化財群のパッケージとして、「地域型」と「ネットワーク
（シリアル）型」の２タイプを想定

○自治体に対し、日本遺産に関する情報発信等に係る支援
策を用意するほか、ハード面に関する事業をメニュー化

○文化庁による日本遺産ブランドの発信

○国交省、観光庁をはじめ関係省庁と 連携・協力し、省庁
横断的に支援。

・地域に根ざし世代を超えて受け継がれている内容

日本遺産（Japan Heritage)

ストーリー

文化庁
による認定

外部
有識者
の意見

地域に点在する様々な遺産を「面」として活用・発信

寺社・
仏閣

城郭

遺跡伝統
芸能

甲冑

⇒パッケージ化した文化財群を一体的にPRし、
地域のブランド化・アイデンティティの再確認を促進。

⇒地域の魅力が十分に伝わらない

ストーリーとは・・・・

・歴史的魅力発信のための明確なテーマ設定

・単なる歴史や文化財の説明になっていないこと

私たちの町には、
こんなストーリーが
あるのよ

日本遺産魅力発信推進事業 （２７年度予算額 ８０７百万円）
２８年度予算案 １，２７５百万円

灯（あか）り舞う半島 能登
～熱狂のキリコ祭り～

尾道水道が紡いだ中世からの
箱庭的都市

①情報発信、人材育成事業

③公開活用のための整備に係る事業

・日本遺産コーディネーターの配置
・多言語ＨＰ、パンフレットの作成
・ボランティア解説員の育成等

・ストーリーの理解に有効なガイダンス機能の強化
・周辺環境等整備（トイレ・ベンチ、説明板の設置等）

事 業 内 容

②普及啓発事業

・発表会、展覧会、ワークショップ、
シンポジウムの開催
・日本遺産ＰＲイベント（国内外）の開催

日本遺産プロモーション事業（新規）

・日本遺産全体のシンポジウムの開催
・地域のニーズにあった専門家の派遣
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「学びによる地域力活性化プログラム普及・啓発事業」
～学びを通じた地方創生コンファレンスの創設～

（27年度予算額 36,119千円）
28年度予定額 32,507千円

Ⅱ.地域力活性化コンファレンスの開催

Ⅰ.地域力活性化支援委員会の設置

第２期教育振興基本計画で示された教育再生に向けた基本的方向性である「絆づくりと活力あるコミュニティの形成」の実現に向け、地域
力の活性化のために公民館等地域の「学びの場」を拠点として実施される地域課題解決の取組の促進、支援を行う。具体的には、これま
でに「公民館等支援プログラム」（※）やその他地域力の活性化に資する取組において蓄積された様々な課題解決のノウハウ、プロセス等
の成果を活用し、各地域が共有する課題・問題の解決に向けて協議を行う「地域力活性化コンファレンス」の開催等により、地域力活性化
の取組の全国的な普及・啓発等を行う。

・全国7ブロックにおいて、都道府県、市町村、ＮＰ
Ｏ、民間企業等の社会教育関係者が集まり、地域
力活性化に向けた関係者間の効果的マッチング
やネットワークを構築しつつ、課題の共有、解決
のための協議を実施。

・「公民館等支援プログラム」を実施した自治体や、
自主事業として先進的な地域課題解決の取組を
実施する自治体やＮＰＯ等がテーマを持ち寄り、
事例の検証・共有、研究協議を実施。

・協議内容、成果を広く全国へ提供し、地域力の
活性化を図る。

全国7ブロック×３百万円、その他経費：２百万円

・各ブロックでの地域力活性化コンファレンス開催
にあたり、実施内容、詳細な企画の検討。
・コンファレンスへのアドバイザー支援。

・コンファレンスの研究成果を踏まえた課題解決
の実践的取組テキスト（コンファレンス・テキスト）
の作成。
・地域力活性化に資する全国の取組事例の調査・
分析を実施し、その内容の普及・啓発を実施。

コンファレンス企画審査等：７百万円

「特産品のびわによる地域振興」（びわ
種石けん等の開発）（高知県南国市）

「若者参画による過疎地域活性化」
（ナマズ養殖等）（広島県神石高原町）

（※公民館等支援プログラム＝平成25・26年度実施「公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム」）

（地域力活性化に資する取組事例）

ブロック・コンファレンスの実施内容

－会議、協議会の意。

関係者間で共有する問題に
ついて協議すること。

コンファレンス
（Conference）

・各地域が抱える個別課題解決のため、全国の
先進的事例や、実際に地域で活躍する関係者ら
とともに、研究協議を実施。

・都道府県・市町村がコンファレンス実施を国か
ら受託。または、都道府県等、大学、企業、関係
団体によるコンソーシアムなどが受託。

・国は、コンファレンス実施に要する会議費等の
所要経費を委託。

・各地域で既に実施している研修等と一体的に
実施するなどの方式も可能。

若者の居場所づくり「喫茶わいがや」
（東京都国立市）

地域づくり組織が運営する公民館
での一斉防災訓練（三重県名張市）

支援委員会が各地域
を様々な形で支援
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○学校が抱える複雑化・困難化した課題を解決し、子供たちの生きる力を育むためには、地域住民等の参画・協力が必要。
○このため、地域の人々と目標やビジョンを共有し、地域と一体となって子どもたちを育む『地域とともにある学校』へと転換。
○学校における地域との連携・協働体制を組織的・継続的に確立する観点から、コミュニティ・スクールを一層推進。

■学校運営協議会の目的として、学校を応援し、地域の実情を踏まえた特色ある学校づくりを進めていく役割を明確化
■現行の機能は引き続き備えることとした上で、教職員の任用に関する意見に関しては、柔軟な運用を確保する仕組みを検討
■学校運営協議会において、学校支援に関する総合的な企画・立案を行い、学校と地域住民等との連携・協力を促進していく仕組みに
■校長のリーダーシップ発揮の観点から、学校運営協議会の委員の任命において、校長の意見を反映する仕組みに
■小中一貫教育など学校間の教育の円滑な接続に資するため、複数校について一つの学校運営協議会を設置できる仕組みに
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■全ての公立学校においてコミュニティ・スクールを目指すべきであり、現在任意設置となっている学校運営協議会の制度的位置付けの
見直しも含めた方策が必要。その際、基本的には学校又は教育委員会の自発的な意志による設置が望ましいこと等を勘案しつつ、教育
委員会が、積極的にコミュニティ・スクールの推進に努めていくよう制度的位置付けを検討。

学校運営の
基本方針

学校運営・
教育活動

教職員の任用
（学校運営協議会の
意見を尊重）

学校運営協議会 校長
説明

説明

承認

意見

連携・
協力の
促進

学校
支援

学校支援
の総合的
な企画・
立案

委員：保護者代表、地域住民の代表など

都道府県
教育委員会

学校運営に関する
意見

学校の指定
委員の任命

指定取消し

市区町村
教育委員会

保護者、
地域住民等

＜見直しのイメージ＞

委員の任命に
校長の意見を反映

柔軟な運用を
可能とする仕組みへ

教職員の任用に関する
意見

地域住民等の
学校支援を促進

C中学校

B小学校A小学校

学校運営
協議会

学校間の教育の円滑な接続・
連携のため、複数校について
一つの協議会を設置可能に

小中一貫型小・中学校など

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会制度を導入する学校）

これからのコミュニティ・スクールの仕組みの在り方（イメージ）

学校運営への地域住民等の参画を促進するとともに、学校を応援し、地域の実情を踏まえた特色ある学校づくりを進めていく役割を明確化

（支援の例）
学習支援、キャリア教育支援、
特別な支援が必要な児童生徒
のサポート など

統括コーディネー
ターや地域コー
ディネーター等が
委員として参画
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学校・教育委員会が主体的に取り組んでいる地域との連携に関する実践を効果的に生かしていく視点が必要
学校・教育委員会が自らコミュニティ・スクールの意義や成果等を理解し、その道を選ぶことが大切

より魅力的な仕組みへと
制度の在り方を見直し

学校支援等の取組
公立小中学校の約59％で実施

学校評議員制度
全公立学校の約80％で実施

学校関係者評価委員会
全公立学校の約94％で実施

自治体類似の仕組み（○○型コミュニティ・スクールなど）

地域住民や保護者等が学校運営や教育活動について
協議し意見を述べる会議体※

2,389校
（平成27年4月1日）

地域が学校運営に参画する持続可能な仕組みの構築へ

◆コミュニティ・スクールへの過渡的な
段階（コミュニティ・スクール化）の
姿として捉えて推進

学校運営協議会と一体的に推進学校運営協議会への移行を積極的に推進学校運営協議会と一体的に推進

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会制度を導入する学校）

◆学校と地域の協働関係・信頼関係の
土台となる大切な取組

類似の仕組みからコミュニティ・スクールに発展する主なメリット

・事業としての類似の仕組みから、法に基づく学校運営協議会の仕組みに
発展することで、組織的・継続的な連携・協働体制の確立が可能となる

・学校運営の当事者として委員から意見が得られ、学校運営の改善・充実
が図られる

・学校・家庭・地域において共通したビジョンをもった教育活動等が可能
となり、主体的・能動的な取組となる

・基本方針の承認を通じて、地域等に対する説明責任の意識が向上し、地
域等の理解・協力を得た風通しのよい学校運営が可能となる

・学校運営の改善を果たすPDCAサイクルが確立しやすくなる

コミュニティ・スクールの拡大・充実の姿（イメージ）

※教育委員会の規則や、教育委員会の方針等に基づき学校が作成する要綱等により設置されている会議
体で、校長の求めに応じた意見聴取にとどまらず、主体的に学校運営や教育活動について協議し、意見
を述べることができる会議体（任用等に関する意見を主活動として位置づけていない協議会も含む。）
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地域全体で未来を担う子供たちの成長を支える仕組み （活動概念図）

家庭教育学校教育

教育
ＮＰＯ

民間
教育
事業者

ＰＴＡ

文化
団体

企業・経
済団体

地域の
青少年

地域の
高齢者

福祉関係
機関・団
体

大学等

★より多くの、より幅広い層の地域住民、団体等が参画し、目標を共有し、「緩やかなネットワーク」を形成

◎ 次代を担う子供に対して、どのような資質を育むのかという目標を共有し、地域社会と学校が協働。

◎ 従来の地縁団体だけではない、新しいつながりによる地域の教育力の向上・充実は、地域課題解決等に向けた連携・協働につながり、
持続可能な地域社会の源となる。

社会教
育関係
団体

研究
機関

ｽﾎﾟｰﾂ
団体

地域の
成人

労働関係
機関・団
体

土曜日・
放課後活
動

まちづ
くり

子供

地域
活動

学校
支援

子供の
学習
支援

家庭教
育支援
活動

社会教育
地域学校
協働活動

※公民館等の
活動を含む

：活動

：地域住民、団体等

活動に応じて
連携・協働

警察・
消防等

- 12 -



今後の地域における学校との協働体制（地域学校協働本部）の在り方 ～目指すべきイメージﾞ～

地
域
学
校
協
働
本
部

地
域
学
校
協
働
本
部

（
１
）
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能

（
２
）
多
様
な
活
動
（
よ
り
多
く
の
地
域
住
民
の
参
画
）

（
３
）
継
続
的
な
活
動

（
１
）
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能

（
２
）
多
様
な
活
動
（
よ
り
多
く
の
地
域
住
民
の
参
画
）

（
３
）
継
続
的
な
活
動

社
会
教
育
の
フ
ィ
ー
ル
ド
に
お
い
て
、
地
域
の
人
々
や
団
体
に
よ
り
「緩
や
か
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」を

形
成
し
た
任
意
性
の
高
い
体
制
。
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
活
動
内
容
を
選
択
し
て
実
施
。

社
会
教
育
の
フ
ィ
ー
ル
ド
に
お
い
て
、
地
域
の
人
々
や
団
体
に
よ
り
「緩
や
か
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」を

形
成
し
た
任
意
性
の
高
い
体
制
。
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
活
動
内
容
を
選
択
し
て
実
施
。

学校支援活動

土曜日の
教育活動

放課後子供教室

家庭教育
支援活動

地域社会における
地域活動

学びによる
まちづくり

【これまでの課題】
・それぞれの活動ごとにコーディネートがなされ、必ずしも横の

連携が十分でない。
・コーディネート機能の大部分を特定の個人に依存し、結果とし

て、持続可能な体制がつくられていない場合も多い。

学校支援活動
・登下校の見守り
・花壇整備
・授業補助 等

放課後
子供教室

土曜日の
教育活動

家庭教育
支援活動

活
動
に
関
わ
る
地
域
住
民
（ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）

学校支援地域本部
※ 地域の特色・方針により、
学校支援活動以外の活動の
調整を行う場合有り

支援

コ

コ

コ

コ

コ コーディネーター

・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能
の
充
実

・
個
別
の
活
動
の
総
合
化
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

・
「
支
援
」
か
ら
「
連
携
・
協
働
」
へ

学

校

参画

参画

参画

学

校

活
動
に
関
わ
る
地
域
住
民
（ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）

参画

参画

連携・協働

連携・協働
参画

参画

参画

参画

参画

参画

今後現在
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地域学校協働活動を推進するための体制 （イメージ）
● 地域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を担う子供たちの成長を支えていく活動＝「地域学校協働活動」を積極的に推進
● 従来の個別の活動の充実、総合化・ネットワーク化を図り、「支援」から「連携・協働」を目指す新たな体制として「地域学校協働本部」を整備


ੁ
भ

੦
ম

ऩ

্

ਙ

■学校支援地域本部、放課後子供教室等の機能をベースとして、①コーディネート機能を強化し、②より多くのより幅広い層の活動する地域住民の参画
を得て活動を多様化し、③継続的な地域学校協働活動を実施する「地域学校協働本部」へと発展

■それぞれの地域や学校の特色、実情やそれまでの経緯を踏まえ、地域学校協働活動の推進に係る施策を実施
■地域学校協働活動の核となるコーディネート機能を強化

学校支援活動

土曜日の教育活動

放課後子供教室

家庭教育支援活動

地域社会における
地域活動

学びによるまちづくり

学

校

連携・協働

連携・協働

Ａ.地域学校協働本部

【地域コーディネーター】

（1）ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ機能
（2）多様な活動 （より多くの

地域住民の参画）

（3）継続的な活動

本部の構成３要素

社会教育のフィールドにおいて、地域の
人々や団体により「緩やかなネットワー
クを形成した任意性の高い体制。地域の
実情に応じて活動内容を選択して実施。

統括的なコーディネーター

地域住民、保護者、企業・団体等が参画

◎連絡・調整
◎助言・指導
◎人材育成

Ｂ.地域学校協働本部

Ｃ.地域学校協働本部

【地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ】

【地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ】

※複数の学校による体制を整備するケースも想定

◎学校との連携・協働
◎住民・保護者間の連絡・調整

・地域学校協働活動の推進に係る施策を実施
・域内の市町村教委における地域学校協働活

動の推進を支援

都道府県教育委員会

・地域学校協働活動の推進に係る施策の実施
（地域学校協働本部を推進するため
の組織体制の整備、コーディネーターの配
置・育成、発掘、地域学校協働活動を推進
するための計画の策定等）

市町村教育委員会

連携・協働

連携・協働

小学校

委嘱

連携・協働

連携・協働

連携・協働

中学校

高等学校
等

小学校

中学校

※都道府県教育委員会において統括的なｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを
委嘱することも想定
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地域住民、団体等により緩やかな
ネットワークを構築

※必須３要素
●コーディネート機能

●多様な活動（より多くの地域住民の参画）

●継続的な活動

地域学校協働本部

※地域側の総合窓口
※学校支援、放課後の教育活動等の地域

活動の調整やボランティア の確保
※地域学校協働本部等に所属

－パートナーシップの構築による新しい時代の教育、地方創生の実現－

学 校

※学校側の総合窓口
※学校運営協議会の運営業務等の調整
※地域住民等による学校支援等の地域

連携の企画・調整 等

地域連携担当教職員（仮称）

１．学校運営の基本方針の承認
２．学校運営に関する意見
３．教職員の任用に関する意見

＋
４．学校と地域住民等との連携・協力の促進

学校運営協議会

地 域

連携・協働
地域コーディネーター

地域学校協働活動

★地域人材がそれぞれ相互に構成員を務
めるなど、それぞれの知見、経験、課題等
の共有により、一体的・効果的な推進

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会制度を導入する学校）

学校運営に関して協議する機関

学校と地域の効果的な連携・協働と推進体制 （イメージ）

★地域の人的・物的資源の活用や社会教育
との連携により、「社会に開かれた教育課程」
を実現

★地域住民による学校支援活動、放課後の
教育活動、地域文化活動等の実施

★学校を核として、地域の大人と子供が学び
合い、地域コミュニティを活性化

学校を支
える観点

地域住民や保護者等が
学校運営に参画

両輪として推進
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地域の
研究機関

【文部科学省】
大学の取組を補助事業（※）に採択

※地（知）の拠点大学による地方創生

推進事業(COC+) 等

【総務省】
地方公共団体の取組に対し特別交付

税措置

地元
産業界

連携

地域の
金融機関

地方公共団体

事業イメージ

支援

協定（数値目標の設定(※) ）

大学等の取組 地方公共団体の取組

【取組例１：入学時対策】 ICTやサテライトキャンパスを活用した都市部の大学との単位互換を通じた地元大学への入学促進

地方大学進学者がその居住する地域において、都市部の大学の授業をICT
やサテライトキャンパスを活用して受講・単位修得する機会を提供（単位
互換により在学している地方大学の単位として認定する）

受講スペースの提供、通信費等増嵩経費の一部負担等を実施

【取組例２：就職時対策】 地元企業と学生のマッチングによる地元企業との関わりの強化

地元産業界と連携した、地元企業における長期インターンシップ等、実践
的な職業教育を実施（必須科目化・単位認定）

大学や地元企業間の連絡調整、インターン先企業の開拓、インターンシッ
プ生の受入れ、地元産業界から大学への講師派遣支援等を実施

【取組例３：産業振興】 地方大学、地方公共団体及び地元企業の共同研究による産業振興

地元企業との連携により、地域のブランド産品・固有産業技術の開発、地
域産品の６次産業化、産品展開のための販路開拓やマーケティングの研究
等を実施

地方公共団体設立の研究施設（例：産業技術センター）による共同研究、
研究開発委託、大学や地元企業間の連絡調整、販路開拓の支援（物産展へ
の出品等）、マーケティング支援等を実施

国公私立大学

【取組例】

支援

※ ●●大学卒業生の県内就職率 ○％アップ、
共同研究に基づく新事業による雇用創出 ○人 など
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平成２８年度予算額(案) ４０億円（平成２７年度予算額 ４４億円）

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業 ～地（知）の拠点ＣＯＣプラス ～

『人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速させる』という負のスパ
イラルに陥ることが危惧されている。

地方／東京の経済格差拡大が、東京への一極集中と若者の地方からの流出を招いている。

【事業概要】

… 地域の自治体や中小企業等と協働し、地域の雇用創出や学卒者の地元定着率の
向上に関する計画を策定

… 地方の大学や地方公共団体・中小企業等と協働し、地方の魅力向上に資する計画
を策定

【背 景 ・ 課 題】

⇒ 事業協働機関が設定した目標達成のため、大学力（教育・研究・社会貢献）を結集

【ＣＯＣからＣＯＣ へ】

自治体 自治体
【成 果】

・事業協働地域における雇用創出

・事業協働地域への就職率向上
若年層人口の東京一極集中の解消

地 方 の 大 学

東京等の大学

Ｄ大学

Ｅ大学

民間団体

自治体

自治体

企 業

Ｎ ＰＯ

Ａ大学

企 業

Ｂ大学 Ｃ大学

コーディネーター

コーディネーター

コーディネーター

：事業協働地域

○ 大学が、地域の各種機関と協働し、学生にとって魅力ある就職先を創出・開拓するとともに地
域が求める人材を育成するための教育改革を実行

○ COC+推進コーディネーターを配置し、事業協働地域の連携強化や取組の進捗を管理

COC+大学と事業協働地域の機関が協働し、地域が
求める人材を育成し、若年層の地元定着を推進

①事業協働地域の産業活性化、人口集積を推
進するため、大学群、自治体、企業等の課
題（ニーズ）と資源（シーズ）の分析

②①を踏まえた雇用創出・就職率向上の目標
値設定

③地域が求める人材養成のための教育プログ
ラムを実施するために必要な人的・物的資
源の把握

④教育プログラムの構築・実施

【大学】
●地域特性の理解（地域
志向科目の全学必修）
●専門的知識の修得と地
域をフィールドとする徹
底した課題解決型学修に
よる地域理解力と課題発
見・解決能力の修得 等

【地方公共団体・企業等
】
●実務家教員の派遣
●財政支援
●フィールドワークやイ
ンターンシップ、PBL等
を実施するための場の提
供 等
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地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）選定事業一覧

設置
形態

大学等名称 事業名称 参加大学 参加自治体 参加企業等

国立 室蘭工業大学
「ものづくり・人材」が拓く「まち・ひ
と・しごとづくり」

北見工業大学、北海道科学大学、千歳科学技術大学、苫小牧工業高
等専門学校、旭川工業高等専門学校、釧路工業高等専門学校

北海道、北海道室蘭市、北見市、札幌市、千歳市、苫小牧市、旭川市、釧路市
北海道経済同友会、北海道経済連合会、北洋銀行、北海道銀行、日本政策投資銀行
北海道支店 他

国立 弘前大学
オール青森で取り組む「地域創生人
財」育成・定着事業

青森県立保健大学、東北女子大学、八戸工業大学、弘前学院大学、
八戸学院大学、青森中央学院大学、弘前医療福祉大学、青森中央短
期大学、八戸工業高等専門学校

青森県、青森県青森市、弘前市、八戸市、むつ市 青森朝日放送、青森銀行、青森県銀行協会、青森県信用組合、青森テレビ 他

国立 岩手大学 ふるさといわて創造プロジェクト
岩手県立大学、富士大学、盛岡大学、岩手県立大学盛岡短期大学部、
岩手県立大学宮古短期大学部、一関工業高等専門学校

岩手県、岩手県盛岡市、宮古市、大船渡市、花巻市、北上市、久慈市、遠野市、
一関市、陸前高田市、釜石市、八幡平市、奥州市、滝沢市、矢巾町、金ケ崎町、
岩泉町

岩手県商工会議所連合会、岩手県商工会連合会、岩手経済同友会、岩手県中小企業
団体中央会、岩手県中小企業家同友会 他

国立 秋田大学
超高齢・人口減少社会における若
者の地元定着の促進と若者の育成

秋田県立大学、秋田工業高等専門学校 秋田県
秋田商工会議所、秋田県商工会連合会、秋田県中小企業団体中央会、秋田県ふるさ
と定住機構、秋田銀行 他

私立 東北学院大学
みやぎ・せんだい協働教育基盤によ
る地域高度人材の育成

宮城教育大学、東北工業大学、石巻専修大学、尚絅学院大学、仙台
大学、仙台白百合女子大学、東北生活文化大学、宮城学院女子大学、
聖和学園短期大学、東北生活文化大学短期大学部、仙台高等専門学
校

宮城県、宮城県仙台市 七十七銀行、仙台銀行、ETIC.、ワカツク、知識創発研究所

国立 山形大学
協働・循環型「やまがた創生」人材
育成事業

山形県立米沢栄養大学、東北公益文科大学、東北文教大学、東北文
教大学短期大学部、鶴岡工業高等専門学校、

山形県、山形県山形市、米沢市、鶴岡市、酒田市、上山市、長井市、西川町、真
室川町、飯豊町、三川町、庄内町、遊佐町、戸沢村

山形県商工会議所連合会、山形県商工会連合会、山形県工業会、山形県銀行協会、
山形県信用金庫協会 他

国立 福島大学
ふくしまの未来を担う地域循環型人
材育成の展開

東日本国際大学、桜の聖母短期大学、福島工業高等専門学校 福島県
福島県商工会連合会、福島商工会議所、郡山商工会議所、会津若松商工会議所、い
わき商工会議所 他

国立 茨城大学
茨城と向き合い茨城に根ざし、未来
を育む地域協創人材養成事業

茨城県立医療大学、茨城キリスト教大学、常磐大学、茨城工業高等専
門学校

茨城県 茨城産業会議、雇用人材協会

国立 宇都宮大学
輝くとちぎをリードする人材育成地
元定着推進事業

東京農工大学、帝京大学、芝浦工業大学、人間総合科学大学、小山
工業高等専門学校

栃木県
栃木県経済同友会、栃木県経営者協会、栃木県産業振興センター、栃木県商工会議
所連合会、栃木県商工会連合会 他

私立
共愛学園

前橋国際大学
持続的地方創生共同体形成プログ
ラム：若者定着県域総ぐるみ計画

高崎商科大学、上武大学、明治学院大学 群馬県、群馬県前橋市、高崎市、伊勢崎市、富岡市
群馬県商工会議所連合会、群馬県中小企業同友会、前橋商工会議所、群馬銀行、し
ののめ信用金庫 他

国立 千葉大学
都市と世界をつなぐ千葉地方圏の”
しごと”づくり人材育成事業

敬愛大学 千葉県、千葉県いすみ市、勝浦市、横芝光町、 日本政策金融公庫、千葉銀行、京葉銀行、サイボウズ、千葉日報社 他

国立 新潟大学
「ひと・まち・しごと」創生を循環させ
るNIIGATA人材の育成と定着

新潟県立大学、敬和学園大学、事業創造大学院大学、新潟国際情報
大学、新潟青陵大学、新潟青陵大学短期大学部

新潟県、新潟県新潟市 亀田製菓、コロナ、第四銀行、新潟日報社、ブルボン 他

国立 富山大学
富山全域の連携が生み出す地方創
生 －未来の地域リーダー育成－

富山県立大学、富山国際大学、富山短期大学、富山福祉短期大学、
富山高等専門学校

富山県、富山県富山市、高岡市、魚津市、黒部市、滑川市、射水市、氷見市、小
矢部市、砺波市、南砺市、朝日町、入善町、上市町、立山町、舟橋村

富山県商工会議所連合会、ＹＫＫ、インテック、北陸銀行、富山銀行 他

国立 金沢大学
金沢・加賀・能登で地域思考型教育
による夢と志を持つ人材養成

石川県立大学、石川県立看護大学、金沢工業大学、金沢学院大学、
金沢星稜大学、金城大学、北陸大学

石川県、石川県金沢市、七尾市、小松市、輪島市、珠洲市、加賀市、白山市、能
美市、野々市市、穴水町、能登町

北陸銀行、北國銀行、小松製作所（コマツ粟津工場）、PFU、大学コンソーシアム石川
他

国立 福井大学
地域創生の担い手を育み活気ある
ふくいを創造する５大学連携事業

福井県立大学、敦賀市立看護大学、福井工業大学、仁愛大学 福井県
福井県商工会議所連合会、福井県経営者協会、福井経済同友会、福井県医師会、福
井県看護協会 他

国立 山梨大学
オールやまなし11＋1大学と地域の
協働による未来創生の推進

山梨県立大学、横浜市立大学、山梨学院大学、身延山大学、山梨英
和大学、大月短期大学、山梨学院短期大学、帝京学園短期大学

山梨県、山梨県甲府市、山梨市、大月市、南アルプス市、北杜市、笛吹市、甲州
市、中央市、身延町

山梨県商工会議所連合会、山梨県中小企業団体中央会、山梨県商工会連合会、山梨
県経営者協会、やまなし産業支援機構 他

国立 信州大学
地域ニーズで就業力と地域定着志
向と成長力を高めるキャリア教育

長野大学、松本大学 長野県
長野県経営者協会、長野県商工会議所連合会、長野県商工会連合会、長野県中小企
業団体中央会、長野県中小企業家同友会

国立 岐阜大学
岐阜でステップ×岐阜にプラス 地
域志向産業リーダーの協働育成

中部学院大学、中部大学、日本福祉大学 岐阜県 岐阜県経営者協会、十六銀行、大垣共立銀行、マイナビ
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設置
形態

大学等名称 事業名称 参加大学 参加自治体 参加企業等

国立 静岡大学 静大発“ふじのくに”創生プラン
浜松医科大学、電気通信大学、静岡県立大学、静岡文化芸術大学、東海大学、愛知
学院大学、沼津工業高等専門学校

静岡県、静岡県静岡市、浜松市、富士市、三島市、沼津市、富士宮市、御殿場市、伊豆市、裾野
市、長泉町、清水町、函南町、小山町

静岡新聞社、静岡放送、静岡銀行、清水銀行、静岡信用金庫 他

国立 三重大学
地域イノベーションを推進する三重創生ファ
ンタジスタの養成

三重県立看護大学、四日市大学、皇學館大学、鈴鹿大学、鈴鹿医療科学大学、四日
市看護医療大学、鈴鹿大学短期大学部、三重短期大学、高田短期大学、鈴鹿工業
高等専門学校、鳥羽商船高等専門学校、近畿大学工業高等専門学校

三重県 アーリーバード、ICDAホールディングス、伊藤工機、医用工学研究所、オズ海島遊民くらぶ 他

国立 京都工芸繊維大学
北京都を中心とする国公私・高専連携によ
る京都創生人材育成事業

京都府立大学、京都学園大学、舞鶴工業高等専門学校 京都府 京都工業会、丹後機械工業協同組合、福知山商工会議所、舞鶴商工会議所、綾部商工会議所 他

公立 滋賀県立大学
びわ湖ナレッジ・コモンズ＋ ～地と知で拓
く滋賀の創生～

滋賀大学、成安造形大学、聖泉大学、びわこ成蹊スポーツ大学、びわこ学院大学 滋賀県
滋賀県商工会議所連合会、滋賀県商工会連合会、滋賀県中小企業団体中央会、滋賀経済同友会、滋賀
経済産業協会 他

国立 神戸大学
地域創生に応える実践力養成ひょうご神戸
プラットフォーム

兵庫県立大学、神戸市看護大学 兵庫県、兵庫県神戸市 神戸商工会議所、兵庫県経営者協会、兵庫工業会、神戸新聞社

国立 奈良女子大学 共創郷育：「やまと」再構築プロジェクト 奈良工業高等専門学校 奈良県、奈良県下市町、十津川村、野迫川村 奈良経済同友会、奈良テレビ放送、南都銀行、奈良交通、奈良県農業協同組合 他

国立 和歌山大学
わかやまの未来を切り拓く若者を育む“紀
の国大学”の構築

大阪府立大学、大阪市立大学、摂南大学、和歌山信愛女子短期大学、和歌山工業
高等専門学校、

和歌山県 和歌山県経営者協会、和歌山県中小企業団体中央会、紀陽銀行

公立 岡山県立大学
地域で学び地域で未来を拓く‘生き活きお
かやま’人材育成事業

岡山大学、岡山理科大学、ノートルダム清心女子大学、就実大学、山陽学園大学、
倉敷芸術科学大学、くらしき作陽大学、吉備国際大学

岡山県、岡山県倉敷市、笠岡市、総社市、備前市、真庭市、高梁市
岡山県経済団体連絡協議会、岡山県商工会議所連合会、岡山県経営者協会、岡山経済同友会、岡山県
中小企業団体中央会 他

公立 広島市立大学
観光振興による「海の国際文化生活圏」創
生に向けた人材育成事業

広島大学、尾道市立大学、広島経済大学、広島工業大学、広島国際大学、安田女子
大学

広島県広島市、呉市、竹原市、三原市、大竹市、東広島市、廿日市市、安芸高田市、江田島市、
尾道市、安芸太田町、北広島町、府中町、海田町、熊野町、坂町、山口県岩国市、柳井市、

中国経済連合会、広島商工会議所、広島経済同友会、広島県経営者協会、オタフクソース 他

国立 鳥取大学
学生と社会の相互交流による人材育成・地
元定着促進プログラム

公立鳥取環境大学、鳥取看護大学、鳥取短期大学、米子工業高等専門学校
鳥取県、鳥取県鳥取市、米子市、倉吉市、境港市、岩美町、八頭町、若桜町、智頭町、湯梨浜町、
三朝町、北栄町、琴浦町、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町、日吉津村

鳥取県産業振興機構、鳥取県商工会議所連合会、鳥取県商工会連合会、鳥取県中小企業団体中央会、
鳥取銀行 他

国立 島根大学
地域未来創造人材の育成を加速するオー
ルしまね協働事業

島根県立大学、島根県立大学短期大学部、松江工業高等専門学校 島根県
協同組合島根県鐡工会、島根経済同友会、島根県商工会連合会、島根県商工会議所連合会、島根県中
小企業家同友会 他

国立 山口大学 やまぐち未来創生人材育成・定着促進事業
山口県立大学、徳山大学、山口学芸大学、宇部フロンティア大学、山口東京理科大
学、東亜大学、至誠館大学、山口芸術短期大学、宇部工業高等専門学校、徳山工業
高等専門学校、大島商船高等専門学校

山口県、山口県下関市、宇部市、山口市、萩市、防府市、下松市、岩国市、光市、長門市、柳井市、
美祢市、周南市、山陽小野田市、周防大島町、和木町、上関町、田布施町、平生町、阿武町

アデリー、宇部興産、西京銀行、サマンサジャパン、大晃機械工業 他

国立 徳島大学
とくしま元気印イノベーション人材育成プロ
グラム

四国大学、徳島文理大学、四国大学短期大学部、徳島工業短期大学、阿南工業高
等専門学校

徳島県
徳島経済同友会、徳島県経営者協会、徳島商工会議所連合会、徳島県商工会連合会、徳島県中小企業
団体中央会 他

国立 香川大学
うどん県で働こうプロジェクト～能動学修に
よる地域の魅力発見

香川県立保健医療大学、四国学院大学、香川高等専門学校 香川県 高松商工会議所、丸亀商工会議所、坂出商工会議所、観音寺商工会議所、多度津商工会議所 他

国立 愛媛大学
地域の未来創生に向けた“愛”ある愛媛の
魅力発見プロジェクト

聖カタリナ大学、松山東雲女子大学、聖カタリナ大学短期大学部、今治明徳短期大
学、松山東雲短期大学

愛媛県
愛媛県商工会議所連合会、愛媛県商工会連合会、愛媛県中小企業団体中央会、愛媛経済同友会、愛媛
県中小企業家同友会 他

国立 高知大学
まち・ひと・しごと創生 高知イノベーション
システム

高知県立大学、高知工科大学、高知工業高等専門学校 高知県 土佐経済同友会、高知県中小企業家同友会、高知県工業会、高知県経営者協会
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大学等名称 事業名称 参加大学 参加自治体 参加企業等

公立 北九州市立大学
「北九州・下関まなびとぴあ」を核と
した地方創生モデルの構築

九州工業大学、下関市立大学、九州歯科大学、九州共立大学、九州
国際大学、九州女子大学、産業医科大学、西南女学院大学、西日本
工業大学、九州栄養福祉大学、梅光学院大学、北九州工業高等専門
学校

福岡県、福岡県北九州市、下関市 北九州商工会議所、北九州活性化協議会、下関商工会議所

国立 佐賀大学
さが地方創生人材育成・活用プロ
ジェクト

九州龍谷短期大学、佐賀女子短期大学
佐賀県、佐賀県佐賀市、唐津市、鳥栖市、多久市、伊万里市、武雄市、鹿島市、
小城市、嬉野市、神埼市、吉野ヶ里町、基山町、上峰町、みやき町、玄海町、有
田町、大町町、江北町、白石町、太良町

佐賀県農業協同組合、戸上電機製作所、ジャパン・コスメティックセンター、佐賀電算セ
ンター、オプティム 他

国立 長崎大学
若者が輝く、若者で輝く長崎創生～
地方創生人材学士プログラム

長崎県立大学，長崎国際大学，長崎純心大学，長崎短期大学 長崎県、長崎県長崎市、佐世保市 十八銀行、親和銀行、メモリード、協和機電工業、長崎船舶装備 他

国立 熊本大学
“オール熊本”で取り組む熊本産業
創生と雇用創出のための教育プロ
グラム

熊本県立大学、九州看護福祉大学、熊本学園大学、尚絅大学、崇城
大学、東海大学、尚絅大学短期大学部、熊本高等専門学校

熊本県
熊本県工業連合会、熊本経済同友会、熊本県商工会議所連合会、熊本県商工会連合
会、熊本県中小企業団体中央会 他

国立 大分大学
地域と企業の心に響く若者育成プロ
グラムと大分豊じょう化プラン

大分県立看護科学大学、日本文理大学、別府大学 大分県、大分県大分市、別府市、由布市
大分県商工会議所連合会、大分県商工会連合会、大分経済同友会、大分県経営者協
会、大分県中小企業団体中央会 他

国立 宮崎大学
大学間連携による地域ニーズを捉
えたみやざき産業人材の育成

宮崎県立看護大学、宮崎公立大学、九州保健福祉大学、都城工業高
等専門学校

宮崎県
宮崎県商工会議所連合会、宮崎県商工会連合会、宮崎県中小企業団体中央会、宮崎
県工業会、宮崎県経営者協会 他

国立 鹿児島大学
食と観光で世界を魅了する「かごし
ま」の地元定着促進プログラム

鹿屋体育大学、鹿児島国際大学、志學館大学、第一工業大学、鹿児
島県立短期大学、鹿児島女子短期大学、鹿児島工業高等専門学校

鹿児島県
かごしま産業支援センター、鹿児島県工業技術センター、 鹿児島県大隅加工技術研
究センター、鹿児島県観光連盟、鹿児島県工業倶楽部 他

国立 琉球大学
新たな地域社会を創造する「未来叶
い（ミライカナイ）」プロジェクト

名桜大学 沖縄県、沖縄県石垣市、宮古島市、久米島町、国頭村、大宜味村、
ルーツ、オーシャン・トゥエンティワン、沖縄人材クラスタ研究会、北部地域ＩＴまちづくり
協働機構、まちなか研究所わくわく 他

※参加企業等については、計画調書の記載順に最初の5
社のみを記載。
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○ 教育再生実行会議第六次提言（平成２７年３月）を受けて、大学・大学院・短期大学・高等専門学校
における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的なプログラムを「職業実践力育成プログラム
」(ＢＰ)として文部科学大臣が認定する制度を創設。

○ 大学等から公募を行い、１２３課程を昨年１２月に初回認定（毎年公募を行う予定）。

－ Brush up Program for professional －
地方創生に資する「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）認定制度

概要

【目的】
経営感覚・企業家マインドを持って経営革新、地域農業の確立に取
り組む先進的な農業経営者を育成。

【プログラムの特徴】

戦略計画の策定、経営管理、生産管理等の科目で構成。試験研究
機関や農業団体、先進農家等の実務家講師を中心に、講義のほか実
習・演習、現地研修などを実施。

【対象とする職業分野】 農業者

【受講期間】 １年

【社会人の受講しやすい工夫】 農繁期以外、補講等

事例１：岩手大学（国立）

＜いわてアグリフロンティアスクール＞

事例２：金沢大学（国立）

＜「能登里山里海マイスター」育成プログラム＞
【目的】

地域資源を正しく評価し、多様な職種との連携により、新ビジネスの創出
と地域づくりにつなげられる人材を育成。

【プログラムの特徴】

地域資源のビジネス化の可能性・課題、資源活用技術等の科目で構成。
講義のほか、実務家講師による講義、地域課題に係るグループ演習、実地
調査などを実施。

【対象とする職業分野】 農林水産業、観光業等

【受講期間】 １年

【社会人の受講しやすい工夫】 週末開講、託児所等

○ １２３課程のうち、３１課程を地方創生（地域活性化）に資するプログラムとして認定。

○ 地方創生プログラムは、大学において、地方公共団体や地域産業などと連携し、地域の課題を解決で
きる人材、地域資源をビジネスにつなげられる人材などを育成するもの。

地方創生に資する認定プログラム

→各都道府県・指定都市におかれても、地域の大学と連携した地方創生プログラムの創設を検討いただく
とともに、地域人材の育成に当該プログラムを活用いただければと思います。

連携先：岩手県、岩手県ＪＡなど 連携先：石川県、輪島市などの自治体

文部科学省職業実践力育成プログラムＨＰ：http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/bp/index.htm- 21 -



設置形態 大学等名 課程名 期間 職業分野 修得資格  都道府県

国立 岩手大学 いわてアグリフロンティアスクール １年 農業者 履修証明書、アグリ管理士 岩手県

国立 福島大学 経済学研究科経済学専攻地域産業復興プログラム（ふくしま未来食・農教育プログラム） ２年 食農企業 修士（経済学） 福島県

国立 金沢大学 金沢大学社会教育主事講習 ２ヶ月  教育委員会、社会教育施設職員 履修証明書、社会教育主事基礎資格 石川県

国立 金沢大学 「能登里山里海マイスター」育成プログラム １年 農業、林業、水産業、観光業等 履修証明書、能登里山里海マイスター 石川県

国立 山梨大学 ワイン・フロンティアリーダー養成プログラム １年 地域ワインを担っているワイン技術者 履修証明書、ワイン科学士 山梨県

国立 信州大学 総合理工学研究科農学専攻 地域共生マネージメントプログラム １年 農学分野の専門技術者 修士（農学） 長野県

国立 信州大学 総合理工学研究科「ながのブランド郷土食」社会人スキルアップコースプログラム １年 食品産業分野技術者 履修証明書、ながの食品加工マイスター 長野県

国立 岐阜大学 社会基盤メンテナンスエキスパート養成プログラム １ヶ月 土木技術者、民間建設技術者 履修証明書、社会基盤メンテナンスエキスパート 岐阜県

国立 静岡大学 総合科学技術研究科工学専攻事業開発マネジメントコース ２年 企業マネジメントを担う技術者等 修士（工学） 静岡県

国立 豊橋技術科学大学 最先端植物工場マネージャー育成プログラム １年４ヶ月 農業関連産業 履修証明書、植物工場管理経営士、ＩＴ食農先導士 愛知県

国立 島根大学 ふるさと魅力化フロンティア養成コース １年 地域教育コーディネーター 履修証明書 島根県

国立 愛媛大学 農学研究科森林環境管理学サブコース ２年 林業関係 修士（農学） 愛媛県

国立 愛媛大学 社会共創クリエイター育成プログラム １年 農林漁業、観光、スポーツ、地域づくり等 履修証明書、社会共創クリエイター 愛媛県

国立 高知大学 土佐フードビジネスクリエーター人材創出事業（土佐ＦＢＣ）Aコース ２年 食品産業従事者 履修証明書、土佐フードビジネスクリエーター 高知県

国立 高知大学 土佐フードビジネスクリエーター人材創出事業（土佐ＦＢＣ）Ｂコース １年 食品産業従事者 履修証明書、土佐フードビジネスクリエーター 高知県

国立 高知大学 土佐フードビジネスクリエーター人材創出事業（土佐ＦＢＣ）Ｃコース １年 食品産業従事者 履修証明書、土佐フードビジネスクリエーター 高知県

国立 琉球大学 観光産業科学部経営分析・ファイナンス・マクロ環境分析養成プログラム ２年 経営戦略策定者、政策立案者等 履修証明書 沖縄県

国立 琉球大学 観光産業科学部実践的マーケティング・課題解決技法養成プログラム ２年 経営戦略策定者、政策立案者等 履修証明書 沖縄県

国立 琉球大学 観光産業科学部人のマネジメント・リーダーシップ養成プログラム ２年 経営戦略策定者、政策立案者等 履修証明書 沖縄県

私立 東北学院大学 コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）スキルアッププログラム １年 社会福祉協議会職員、ＮＰＯ等 履修証明書 宮城県

私立 人間総合科学大学 人間科学部人間科学科看護教員養成コース看護教員養成プログラム １年 看護師・保健師・准看護師養成所の専任教員 履修証明書、看護専任教員 埼玉県

私立 慶應義塾大学 システムデザイン・マネジメント研究科システムデザイン・マネジメント専攻ラーニングインテンシブコース ２年 エンジニア、コンサル、企画・営業、クリエイティブ等 修士（システムデザイン・マネジメント学） 東京都

私立 慶應義塾大学 システムデザイン・マネジメント研究科システムデザイン・マネジメント専攻リサーチインテンシブコース ２年 エンジニア、コンサル、企画・営業、クリエイティブ等 修士（システムデザイン・マネジメント学）、修士（システムエンジニアリング学） 東京都

私立 ビジネス・ブレークスルー大学 経営学部ＩＴソリューション学科 ４年 管理職、マネジメント業務 学士（経営学） 東京都

私立 ビジネス・ブレークスルー大学 経営学部グローバル経営学科 ４年 管理職、マネジメント業務 学士（経営学） 東京都

私立 立教大学 ２１世紀社会デザイン研究科比較組織ネットワーク学専攻 ２年 教育・福祉・国際協力・まちづくり等 修士（社会デザイン学） 東京都

私立 中部大学 経営情報学研究科経営学専攻 ２年 事業革新型後継経営者等 修士（経営学）ＭＢＡ 愛知県

私立 名古屋商科大学 履修証明プログラム ２年、１年 経営管理、新製品・サービス開発、新規事業・創業 履修証明書 愛知県

私立 関西学院大学 診療所を中核とした地域医療経営人材育成プログラム ８ヶ月 医療関係者 履修証明書 兵庫県

私立 別府溝部学園短期大学 食物栄養学科温泉コンシェルジュコース　応用課程 ６ヶ月 サービス業、ホテル・旅館業、観光業 履修証明書 大分県

私立 別府溝部学園短期大学 食物栄養学科温泉コンシェルジュコース　基礎課程 ６ヶ月 サービス業、ホテル・旅館業、観光業 履修証明書 大分県

平成２７年度「職業実践力育成プログラム（BP）」認定課程一覧【地方創生】

- 22 -



高等専門学校による地域への貢献

①北海道から沖縄まで全国に57校存在
（多くが県庁所在地以外）

②地域の企業の知恵袋的存在
技術相談2,469件、企業向け技術教育・指導390件、
共同研究706件、受託研究199件

（平成26年度実績、文部科学省調べ）

②地域の小中学校向け理科教室等を開催

（平成26年度実績 約1,000件、約5万人が参加）

・中学校卒業後の段階から５年一貫の実践的専門教育により、幅広い分野で活躍できる実践的・創造的な技術者を養成

≪取組事例≫高知工業高等専門学校
「地域産業を活性化させるファインバブルシステムの研究開発」

地元自治体の支援を受け、ファインバブル（0.1mm以下の気泡）の産業利用に向けた研究を実施。ファインバ
ブルの高い酸素溶解効率を活かした淡水養殖場の酸欠防止に係る実証実験を経て、地元機械部品メーカーと
の連携により微細気泡発生装置を開発・製品化、平成26年3月より販売を開始。漁業・農業を含めた幅広い分野
での利用が期待されている。

今後、ファインバブル産業クラスタの形成に向け、高知高専を中心とした県内大学・企業等との共同研究体制
の拡充、県の支援の下での関連企業の集積・産業化に向けた検討が進められる予定。 ファインバブル（0.1ｍｍ以下の気泡）

地域と連携した取組を
通じて、

「地域の特色ある
産業を担う

技術者の育成」

「地域産業の振興」

に大きな貢献

地域と連携した取組を
通じて、

「地域の特色ある
産業を担う

技術者の育成」

「地域産業の振興」

に大きな貢献

【地域貢献に資する高専の取組】

【高専の目的】
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文化芸術創造都市推進事業
（27年度予算額 15百万円）
28年度予算案額 15百万円

・文化芸術の持つ創造性を活かした産業振興、地域活性化等の取組。世
界規模では、ユネスコが中心となり、国際的なネットワークを形成。

・創造都市ネットワーク日本（CCNJ)には現在66自治体、20団体が加盟
（平成27年12月15日時点）。

・製造業の衰退など産業構造の変化による都市の空洞化や荒廃が問題と
なる中、行政・芸術家・市民・企業などの連携のもとに文化芸術創造都市
の取組が進められ、欧州で成功事例が出現。

⇒文化芸術創造都市が注目を集めている。

文化芸術創造都市とは
【欧州の事例】 ビルバオ（スペイン）
○造船業や鉄鋼業を基幹産業としていたビルバオは、１９７０年代以降
の失業者の増大に苦悩

↓
○荒廃した地域に現代美術館であるグッゲンハイム美術館分館を建設
等

↓
○ ５年間で、５１５万人の入館者。直接雇用は４１００人、観光などの間接
雇用は４万人増加。税収で1億1750万ユーロの経済効果。 「芸術が
衰退した都市を蘇らせる起爆剤になる」という欧州のモデルケースに。

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

横浜市（神奈川県） 札幌市（北海道） 東川町（北海道） 水戸市（茨城県） 仙北市（秋田県） 新潟市（新潟県） 八戸市（青森県） 美唄市（北海道）

金沢市（石川県） 豊島区（東京都） 仙台市（宮城県）
十日町市・津南町
（新潟県）

鶴岡市（山形県） 大垣市（岐阜県） いわき市（福島県） 松本市（長野県）

近江八幡市（滋賀県）篠山市（兵庫県） 中之条町（群馬県） 南砺市（富山県） 浜松市（静岡県） 神山町（徳島県） 千曲市（長野県） 松山市（愛媛県）

沖縄市（沖縄県） 萩市（山口県） 別府市（大分県） 木曽町（長野県） 舞鶴市（京都府） 尾道市（広島県） 内子町（愛媛県）

神戸市（兵庫県）

文化芸術創造都市の推進のための文化庁の取組

◎文化芸術創造都市の推進は、文化芸術の持つ創造性を地域振興、観光・産業振興等に活用し、地域課題の解
決につなげる上で有効。
◎オリンピック憲章に規定されている「文化プログラム」を、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けて、
全国津々浦々で実施するための機運の醸成を図るためには、文化芸術創造都市の取組を推進することが重要。
◎文化芸術創造都市の取組を促進するためには、各都市が全国規模のノウハウを取得することが必要。

文化芸術創造都市に取り組む自治体その他関係者による全国的・広域的ネットワークの充実・強化を図る。

・文化庁長官表彰（文化芸術創造都市部門）【平成19年度～】
・国内ネッワークの充実・強化【平成21年度～】
（文化芸術創造都市推進事業）
・地方自治体への支援【平成25年度～】

【これまでの文化庁長官表彰受賞都市】

・文化芸術創造都市に取り組む自治体及びその関係者に対して、一括した情報収集・提供や、一堂に会して意見交換等
を行うネットワーク会議等の開催（全国的に取組を広げるため、平成２８年度からは分科会を実施）。

・各都市が全国規模のノウハウを取得するため、海外の創造都市関係者等との交流を促進。

事業概要
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○ 少子・高齢化や人口減少や進学・就職に伴う若者の東京一局集
中など、地方の人口流出や産業の縮小が進む中、活気ある地方
を取り戻すためには、地域産業の活性化・雇用の増大を図ると
ともに、地域産業を担う人材を地域の中で育成し地元に定着さ
せることが必要。

○ そのため、地域の専修学校・大学等と地元企業等が連携・協働
して、各地域の人材ニーズに対応した人材育成のための教育プ
ログラムを開発し、今後、地域産業の中核を担う専門性の高い
人材の育成を進めるとともに、就労・キャリアアップ・キャリ
ア転換を目指す社会人等が必要な実践的な知識・技術等を修得
できる学び直しの機会を充実させ、地域産業を担う中核的専門
人材の育成を推進する。

成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進

文部科学省における事業の内容

事業の概要・目的

取組例

【地域版学び直し教育プログラムの取組例】

○ デニム・ジーンズ産業の中核的クリエイター養成（岡山県）
（代表校：中国デザイン専門学校 取組期間：平成26年度～）

世界の市場でも高い評価を得ている日本のデニム・ジーン
ズ産業が盛んな岡山県において、地元のファッション・デザ
イン専門学校を中心に地元企業や業界団体等と連携して、
ジャパンブランドの構築や国際市場でのファッションビジネ
スに対応したクリエイター育成のための教育カリキュラムの
開発・実証に取り組んでいる。

○ 訪問看護に対応した看護人材養成（福岡県）
（代表校：専門学校麻生看護大学校 取組期間：平成26年度）

今後、さらにニーズが高まることが予想される「看護分
野」において、地元医療機関等の人材ニーズに対応した教育
プログラムや訪問看護を新設する医療機関等の職員教育、潜
在看護師の再教育等に対応した講座の開発・実証に取り組ん
でいる。

○ 医療ツーリズムに対応した観光プロデューサー養成（大分県）
（代表校：別府溝部学園短期大学 取組期間：平成26年度～）

訪日外国人の受入れ拡大など今後需要の拡大が見込まれる
「観光分野」において、地元の短期大学、大学、専門学校、別府
市、観光協会、中小企業団体、病院等が連携し、日本一の湧出量と
源泉数を誇る別府地域の温泉資源と医療との連携による医療
ニューツーリズムに対応した観光プロデューサー育成のための教育
カリキュラムの開発・実証に取り組んでいる。
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課題解決型の生涯学習活動による地域活性化の促進

都道府県・市町村

取組例

住民組織と
専門家等
との連携

○ 生涯学習活動を通じた地域活性化の取組を促進
させるためには、地域住民の拠点において、各地
域の課題等に応じた生涯学習活動が提供されると
ともに、地域外の人材や近隣の大学との連携等に
よって、その生涯学習機能を充実させることが有
効である。

○ 地域住民の拠点において、地域課題の解決に向
けた、住民主体の実践的な生涯学習活動を行う際
の支援や、地域外や近隣大学から専門家等を招聘
するための費用の補助等を行う。

補助

取組の内容

○「集落活動センター」と大学との連携
プロジェクトの推進（高知県）

中山間地域の住民活動の拠点「集落活動センター」
での様々な地域課題に対する実践的な生涯学習活動等、
地元大学の学生や専門的な知識を有する教員が参画し、
地域の再生や活性化を支援。また、地域産業人材育成
について、大学の知見を活用した生涯学習講座「土佐
まるごとビジネスアカデミー」を実施。

○ 大学等との連携による外国人向けガイドの育成
（新宮市）

外国人観光客の増加を踏まえ、地域の魅力を外国人
に伝えられる人材を育成するため、大学教授や英会話
教室の講師、ガイド団体の会員らを招聘して、「外国
人向け観光ガイド」育成のための生涯学習講座を実施。
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○中山間地域等においては、若者の流出や高齢化等によるコミ
ュニティ構成員の高齢化、構成員数の減少等により、地域コミ
ュニティの弱体化が進んでいる。これにより、世代間や地域間
の交流が減少し、地域に対する住民の愛着の喪失につなが
っている。

○このため、地域課題の解決や特色あるまちづくりを推進し、地
域コミュニティの維持・活性化を図るために、従来コミュニティ
によって担われていた様々な活動や行政サービスの新たな
担い手となるよう、生涯学習活動を通じ、地域を担う人材を育
成するとともに、その定着を促進する。

○地域の自治体で産学官民からなるコンソーシアムを形成し、
大学生等の若者からの提案に応じ、地域課題解決のプロジェ
クトを審査し、各プロジェクト実行委員会がこれをコンソーシア
ムの支援の下で実行することにより、課題解決型学習（PBL）
と地方自治体との取組の連携を促進する。若者は地域課題
解決に向けて自発的に地域について学ぶとともに、地域住民
と関わることで地域への愛着が育まれ、まちづくりに必要な人
材育成及び学生の地域への定着等につながる。

地域の課題解決に取り組む若者の育成及び地元への定着促進

若者の育成支援を担う民間団
体等を中心とした産学官民コ
ンソーシアム

○やまなし若者中心市街地活性化協働事業
～ワイワイ（YY）協働事業～（山梨県）

都道府県・市町村
補助

山梨県教育委員会において、大学生を中心とする若者の
柔軟な発想と活力ある行動力を活用し、魅力ある街づくり
や中心市街地の活性化とともに、将来の地域リーダーとし
ての人材育成を図るために、産学官民等からなるコンソー
シアムを組織し、県内の大学生等若者から、地域の活性化
を実現させるアイディアを募集し、採用されたアイディアを
実施。
育成されたリーダーが中心となって立ち上げた「やまなし
の翼プロジェクト」が創業支援を行い、地場の織物産業や
ジュエリー産業を活性化し、商店街に店舗を２件出店。取組
を進める商店街の空き店舗率が減少。

取組例取組の内容
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